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充実期前期
(11～15年目)

充実期後期
(16年目以降)

学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、学び続けることができる。

・危機管理

・学校教育の社会
的・制度的・法律的・
経営的理解に関す
る基礎理論・知識を
習得している。

・危機管理体制（危機管理マニュ
アル）を把握し、児童生徒が安心
して学校生活を送ることができる
ための適切な対応や危機の未然
防止に努めている。

・危機管理体制（危機管理マニュ
アル）を把握し、学年や学校全体
を広く見渡す視点に立った上で、
過去の事例に学びながら、迅速な
対応及び危機の未然防止に努め
ている。

・危機管理体制（危機管理マ
ニュアル等）を把握し、必要に応
じて危機管理体制の点検や改
善をしている。

・学校全体の視点に立って、危
機の未然防止策や危機発生
時の具体的な対応策につい
て、校長に進言したり、教職員
に指示したりするなどの対応を
行っている。

・学校、家庭、地域との
連携・協働

・地域社会に貢献す
ることについて、自
分なりの考えを持
ち、実行しようとして
いる。

・家庭・地域と連携・協働し、児童
生徒を共に育んでいこうとする関
係を築いている。

・家庭・地域・関係機関等と連携・
協働し、組織的な対応をしながら
児童生徒の指導を推進している。

・家庭・地域・関係機関等との連
携・協働を通じて、必要な情報
を収集・発信しながら、学校課
題の解決に向けた校内体制を
構築している。

・家庭・地域・関係機関等との
連携・協働を通じて、保護者や
地域等の協力を得ながら学校
課題の解決に向けた取組を推
進する役目として率先して行
動している。

・集団で業務を遂行
する際、自らの役割
に応じて適切に行
動し、力を発揮して
いる。

・管理職や同僚の指導・助言を受
けながら、組織の中における自ら
の役割や責任を自覚するととも
に、その一員としての業務を遂行
している。

・同僚と協働しながら適切に業務
を遂行するとともに、関係機関・異
校種との連携を適切に行ってい
る。
・学年や教科等の組織から学校全
体を広く見渡す視点に立って、自
校の特色について把握し、その特
色を生かした実践を行っている。

・学校課題の解決に向けて、関
係機関・異校種との連携を計画
的かつ積極的に行い、組織力を
向上させている。
・組織全体について、自己の経
験を生かしながら内外の環境要
因を広く見渡し、その特色を生
かした「チーム学校」（効果的・
効率的な組織）としての教育活
動を展開している。

・様々な学校課題の解決に向
けて、教職員間や関係機関等
との連携・協働体制の構築に
向けて、校長を補佐しながら
「チーム学校」（効果的・効率的
な組織）作りに努めている。
・教職員の意見を積極的に吸
い上げるなど、風通しのよい職
場作りに努めている。

・年間指導計画
・単元構想
・学習指導案

・教育課程の編成に
関する基礎理論・知
識を習得している。

・「学習指導要領」の趣旨・内容を
理解し、担当教科・領域の年間指
導計画を作成するとともに、児童
生徒の実態を把握し、その実態に
応じた単元構想や教材づくりに取
り組んでいる。

・「学習指導要領」の趣旨・内容を
理解し、学年や教科の系統性を踏
まえた年間指導計画の工夫・改善
を行うとともに、児童生徒の実態
や学校、地域の特色を生かした単
元構想や教材開発に取り組み、専
門性の向上を図っている。

・「学習指導要領」の趣旨・内容
を生かし、教科横断的な視点を
持って校内の教育課程づくりに
携わるとともに、現状分析をもと
に学校や地域の特色を生かし
た単元構想や教材開発を行い、
校内研究会等で改善案を提案
している。

・校長の示す学校教育目標や
学校として目指す方向性、及
び教育活動の在り方を踏ま
え、学校の特色化・魅力化づく
りに積極的に関与している。

・学習集団
・指導評価
・指導法工夫
・授業改善
・主体的、対話的で深
い学び

・学習指導法に関す
る基礎理論・知識を
習得している。

・課題の発見・解決に向けた主体
的・対話的で深い学びを実現させ
るための授業を実践している。

・課題の発見・解決に向けた主体
的・対話的で深い学びを実現させ
るための授業を実践することで、こ
れからの時代に求められる資質・
能力の育成を図っている。

・児童生徒との関わり
・集団づくり

・学習集団形成に関
する基礎理論・知識
を習得している。

・学級経営の具体的な方策を立案
し、実行している。

・学級経営において、児童生徒の
個別理解を図るとともに、学級集
団の状況を把握している。

・学級経営目標に対する現状を
的確に分析し、改善に向けた具
体的な方策を提案している。

・個への対応
・コミュニケーション能
力

・生徒指導、教育相
談に関する基礎理
論・知識を習得して
いる。

・教育相談や生徒指導を適切に行
う上で必要な理論や技法について
理解するとともに、児童生徒の特
性や人間関係、家庭環境等を把
握し、それらを考慮した指導・支援
を行っている。
・いじめ・不登校等の課題に対し
て、関係教職員への報告・連絡・
相談を密にして、解決に向けて対
応している。

・学年全体の児童生徒一人一人
の特性や人間関係、家庭環境な
どを多面的に捉え、個に応じた適
切な指導・支援を行っている。
・同僚の生徒指導上の悩みを理解
し、課題の解決に向けて指導・助
言を行っている。
・いじめ・不登校等の課題につい
て、スクールカウンセラー、スクー
ルソーシャルワーカーと連携し、課
題の解決に向けて組織的に対応
している。

・学校全体の児童生徒の実態を
的確に把握し、個に応じた適切
な指導・支援を組織的に継続し
て行っている。
・学校全体の生徒指導上の課
題について教職員間で共通理
解を図るとともに、課題の解決
に向けて、児童相談所等の関
係機関と連携しながら組織的に
対応している。

・生き方指導

・キャリア教育（生き
方・進路指導）の重
要性を認識してい
る。

・キャリア教育（生き方・進路指導）
に必要な知識を活用し、児童生徒
に将来の夢や希望を持たせる指
導を行うとともに、地域や故郷へ
の愛着を育む指導を行っている。
・児童生徒の実態や学校（学科）
の特色、地域の実情など様々な視
点から現状を把握するとともに、
児童生徒に、卒業時点で「何がで
きるようにさせたいか」を具体的に
定めている。

・児童生徒の夢や希望及び実態を
的確に把握し、キャリア教育（生き
方・進路指導）の視点に立って、個
に応じた適切な指導を行ってい
る。

・キャリア教育の全体計画や年
間指導計画の内容を理解し、そ
の意味を児童生徒に理解させる
とともに、系統だった指導を学
年団等の組織をまとめながら適
切に実践している。

・学校教育目標や学校の目指
す方向性を理解し、育成したい
児童生徒像を明確に把握しな
がら、その生き方指導の基本
となる全体計画や年間指導計
画の構築に取り組んでいる。

学
習
指
導

生
徒
指
導

・特別支援教育の視点

・特別な配慮や支援
を必要とする児童生
徒の特性等を理解
し、支援に必要な基
礎的な知識を習得
している。

・児童生徒の実態把握に基づいた
「個別の教育支援計画」、「個別の
指導計画」を作成し、一人一人の
教育的ニーズに応じた学習上・生
活上の支援の工夫を行っている。

・保護者や関係機関と連携しなが
ら、「個別の教育支援計画」、「個
別の指導計画」の作成・活用や、
学習上・生活上の支援の工夫を
行っている。

学
習
指
導

生
徒
指
導

・ＩＣＴの授業・校務等
への活用
・情報・教育データの
活用

・ＩＣＴ活用の意義を
理解し、ＩＣＴの活用
に関する基礎的な
知識・技能を習得し
て授業や校務等に
活用しようとしてい
る。

・ＩＣＴ活用の意義を理解し、ＩＣＴを
授業や校務等に積極的に活用し
ている。

・ＩＣＴ活用の意義を理解し、ＩＣＴを
授業や校務等に効果的に活用し
ている。
・「個別最適な学び」と「協働的な
学び」の実現に向け、児童生徒の
学習の改善を図るため、教育デー
タを活用している。

※ 必要に応じて、「児童生徒」は「幼児児童生徒」と読み替える。

鳥取県公立学校の教員としての資質の向上に関する指標【教諭等】
令和６年４月１日　鳥取県教育委員会

教諭等・主幹教諭・教頭・副校長

家庭・地域とつながる力

組織として連携・協働す
る力（同僚、関係機関、
異校種）

・目標
・業務改善
・ＩＣＴ等による業務の
効率化
・事務
・外部
・チームマネジメント
・協働的教職員集団づ
くり

教職に必要な素養に主として関するもの

素

養

豊かな人間性、創造力、寛容性、人権意識 よりよい社会の実現に向け、自他の価値を尊重し、自らの人間性や創造性を高めることができる。

前向きな姿勢、向上心、適応力

教育的愛情、児童生徒理解、判断力 児童生徒に対する理解を深め、自発的・主体的な成長や発達を支援することができる。

専門的知識・技能、指導力、構想力 教科等の専門的知識・技能を有し、児童生徒の主体的な学びを支援することができる。

社会性、協調性、コミュニケーション力 学校組織の一員として、学校内の多様な人材、家庭や地域等と連携・協働を図ることができる。

使命感、責任感、倫理観 教育公務員としての倫理観及び法令遵守の精神に基づき、責任ある言動をとることができる。

・働き方改革の目的を理解し、ＩＣＴの効果的な活用等による業務の効率化を進めている。

・各期（ステージ）において、学校教育目標の達成に向けて管理職及び同僚と協働しながら取り組むとともに、取組の継承や後継者育
成を意識しながら業務を遂行している。

特別な配慮や支援を必要とする子供への対応に主として関するもの　※「学習指導」「生徒指導」を個別最適に行うものとして位置づけ

学習指導に主として関するもの

学
習
指
導

（
授
業
力

）

各学校の特色を生かし
たカリキュラム・マネジメ
ントの実施

主体的・対話的で深い
学びの実現に向けた授
業改善

・課題の発見・解決に向けた主体的・対話的で深い学びを実現
させるための授業を実践するとともに、教科横断的な視点を
持って校内における授業改革の推進を行っている。

生徒指導に主として関するもの

児
童
生
徒
理
解
・
指
導

児童生徒の理解と学級
経営

・個々の児童生徒の実態を的
確に把握し、担任や学年団の
相談役になるとともに、関係機
関等との連携を積極的に図る
ことで、組織的な対応ができる
体制づくりに努めている。

教育相談、生徒指導及
びいじめ・不登校対策

キャリア教育（生き方・進
路指導）

学
校
運
営
・
教
職
員
連
携

学校安全への対応

特別な配慮や支援を必
要とする児童生徒への
対応

・保護者や関係機関と連携しながら、「個別の教育支援計画」、
「個別の指導計画」の作成・活用や、組織的な校内支援体制を
構築した上での学習上・生活上の支援の工夫を行っている。

ＩＣＴや情報・教育データの利活用に主として関するもの　※「学習指導」「生徒指導」「特別な配慮や支援を必要とする子供への対応」をより効果的に行うための手段として位置づけ

ＩＣＴや情報・教育データ
の利活用

・ＩＣＴ活用の意義を理解し、ＩＣＴを授業や校務等に効果的に活
用している。
・「個別最適な学び」と「協働的な学び」の実現に向け、児童生徒
の学習の改善を図るため、教育データを効果的に活用してい
る。
・他の教職員にＩＣＴや教育データの効果的な活用方法を助言し
ている。

向上期（第2ステージ）

(6～10年目)

第１ステージの経験をもとに、学

習指導や学級経営の専門的知識・

技能を習得するとともに、得意分野

の開発と実践的指導力の向上及び

視野の拡大を図る。

ステージ

指針における５つの柱

観点

キーワード

キャリア

スタート期

（教員養成

完成時・

採用時）

教員としての必要な基礎的素養・

指導技術を広く習得し、実践的指

導力を身に付けるとともに、学校組

織の一員としての自覚を高める。

育成期（第1ステージ）

(1～5年目)

第２ステージの経験をもとに、職務に関する専門性をよりいっそう

高め、広い視点から学校運営に積極的に参画するとともに、指導

的立場としての力量及び管理的立場としての力量(マネジメント能

力)を高める。

充実期（第3ステージ）

(11年目以降)

職
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実施要項 
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令和６年度新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修 

実施要項 

鳥取県教育委員会 

１ 目 的 

新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修は、鳥取県公立幼稚園並びに公立幼保連携

型認定こども園の新任教員に対して、教育公務員特例法附則第５条の規定に基づき、幼稚園等の

教育水準の維持向上を図るため、現職研修の一環として、その職務の遂行に必要な事項に関する

研修を実施し、実践的指導力と使命感を養うとともに幅広い知見を習得させることを目的とす

る。 

２ 対 象 

  新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修の対象となる新任教員は、以下に示すとお

りとする。 

（１）対象者

①鳥取県公立幼稚園の新任教諭

②鳥取県公立幼保連携型認定こども園の新任保育教諭

③県立特別支援学校幼稚部の新任教諭

④国立大学法人が設置する幼稚園及び私立幼稚園並びに私立幼保連携型認定こども園の新任教

諭及び保育教諭のうち、受講を希望する者

⑤令和５年度採用者で未受講者

⑥認定こども園への移行に伴い、保育士から保育教諭に「採用」された者で未受講者

（２）実施年度について

①対象者が配置されている園の事情により、当該年度での実施が困難であると任命権者が判断

した場合は、実施年度を遅らせることができる。

②（１）対象者の①～③に該当する者がない年度は、開催しない。

３ 研修内容及び日数 

（１）教育センターが企画する研修

①内容  ５領域に関すること  社会人としての接遇の仕方  人権教育  

自己成長のマネジメント  幼稚園教育の理解 

教育課程と指導計画（学校評価） 

小学校教育の理解と連携・接続  特別支援教育  研究保育 

幼児理解と評価  これからのビジョンづくり 

②日数  年間８日間 

※ただし、保育士としての十分な勤務経験を有する幼稚園教諭・保育教諭については、年間

８日間の研修の一部を受講しないこともできる。その場合は、教育センターに連絡し、個

別に協議する。

４



（２）園内（校内）研修

①内容

基礎的素養、学級経営、教育課程〈指導計画〉、幼児理解の４つの領域についてバランス  

よく研修を実施する。 

【公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園】 

県教育委員会の派遣する研修指導員の指導及び助言による研修を実施する。 

【県立特別支援学校幼稚部並びに国立大学法人が設置する幼稚園及び私立幼稚園並びに私

立幼保連携型認定こども園】 

各園等において、園長及び校長（以下「園長等」という。）等の指導及び助言による研

修を実施する。 

②日数 年間１０日間

４ 年間指導計画の作成 

公私立の幼稚園並びに幼保連携型認定こども園並びに県立特別支援学校幼稚部（以下「幼稚園

等」という。）の園長等は、県教育委員会が作成した年間指導計画書例に基づき、教職員組織や

地域の状況など各幼稚園等の実情に配慮し、年間指導計画書を作成する。  

【公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園の場合】 

園外における研修との関連に配慮して、園内における研修指導員を中心とする指導及び助

言による研修の項目・時期その他必要な事項を定める。 

５ 園内（校内）の指導体制 

（１）園長等・副園長及び主任は、年間指導計画に従い、研修項目に応じて、新任教員の指導及び

助言にあたるものとする。 

（２）園長等は園又は学校全体としての協働的な研修体制を確立し、新任教員がその職務を遂行す

るにあたって必要な事項が習得されるよう配慮する。 

【公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園の場合】 

・研修指導員は、園長・副園長及び主任の指導のもとに、年間指導計画に従い、新任教員に

対して指導及び助言を行う。

・研修指導員以外の教員は、園長・副園長及び主任の指導のもとに、年間指導計画に従い、

研修指導員と連携しつつ、研修指導員の職務を補充して、新任教員の指導及び助言にあた

る。

６ 公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園における研修指導員 

（１）県教育委員会は、公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園を所管する教育局に会計年

度任用職員の研修指導員を置く。 

（２）研修指導員は、公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園において新任教員に対する指

導及び助言を行う。 

（３）県教育委員会は、研修指導員の派遣について任用手続きを行う。
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７ 提出文書・各種様式 

【公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園の場合】 

（１）令和６年度園内（校内）研修年間指導計画書（様式［新幼］１）

①園長は、作成した年間指導計画書を当該幼稚園並びに幼保連携型認定こども園を所管する

市町村教育委員会又は市町村保育担当課に電子メールで提出する。

②市町村教育委員会又は市町村保育担当課は、園長より提出された年間指導計画書を県教育

委員会（所管教育局）に電子メールで提出する。

（２）令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書（様式［新幼］２）

①園長は、作成した年間指導報告書を当該幼稚園並びに幼保連携型認定こども園を所管する

市町村教育委員会又は市町村保育担当課に電子メールで提出する。

②市町村教育委員会又は市町村保育担当課は、園長より提出された年間指導報告書を県教育

委員会（所管教育局）に電子メールで提出する。

【県立特別支援学校幼稚部の場合】 

（１）令和６年度園内（校内）研修年間指導計画書（様式［新幼］１）

校長は、作成した年間指導計画書を県教育委員会（教育センター）に電子メールで提出す

る。 

（２）令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書（様式［新幼］２）

校長は、作成した年間指導報告書を県教育委員会（教育センター）に電子メールで提出す

る。 

【国立大学法人が設置する幼稚園の場合】 

（１）令和６年度園内（校内）研修年間指導計画書（様式［新幼］１）

園長は、作成した年間指導計画書を県教育委員会（教育センター）に電子メールで提出す

る。 

（２）令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書（様式［新幼］２）

園長は、作成した年間指導報告書を県教育委員会（教育センター）に電子メールで提出す

る。 

【私立幼稚園並びに私立幼保連携型認定こども園の場合】 

(１) 令和６年度園内（校内）研修年間指導計画書（様式［新幼］１）

(２)令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書（様式［新幼］２）

６

①園長は、作成した年間指導計画書を子ども家庭部子育て王国課に電子メールで提出する。

②子ども家庭部子育て王国課は、園長より提出された年間指導計画書を県教育委員会（教
育センター）に電子メールで提出する。

①園長は、作成した年間指導報告書を子ども家庭部子育て王国課に電子メールで提出する。



②子ども家庭部子育て王国課は、園長より提出された年間指導報告書を県教育委員会（教

育センター）に電子メールで提出する。

８ 保存期間 

園長等は、年間指導計画書の写しと年間指導報告書の写しを令和６年度の在籍園に５年間保

存する。 

９ 新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修実施園園長等連絡協議会 

県教育委員会は、新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修を円滑かつ効果的に実

施するため、園長及び市町村教育委員会又は市町村幼児教育担当課の担当者等の連絡協議会を

４月初旬に開催する。 

１０ その他 

公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園における研修指導員の取扱いについては別に

定める。 

７



新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修に係る 

研修指導員の取扱いについて 

鳥取県教育委員会 

１ 任用条件 

（１） 研修指導員は、会計年度任用職員とし、任用期間は１年を超えない期間とする。

（２） 研修指導員は、県教育委員会が任用し、東部、中部及び西部教育局（以下、「所管教育

局」という。）に配置する。 

（３） 勤務日数は年間１０日間とし、１日あたりの勤務時間は４時間以上７時間４５分以内と

する。その他詳細は、研修指導員を派遣された幼稚園・幼保連携型認定こども園の園長（以

下「園長」という。）が定める。 

２  任用手続 

（１） 市町村教育委員会又は市町村保育担当課（以下「市町村」という。）は、研修指導員の

派遣を希望する場合には、推薦書（様式［新幼］３）に履歴書を添えて所管教育局に提出

する。 

（２） 所管教育局は、（１）で市町村から提出された書類をとりまとめの上、教育総務課に内

申する。 

（３） 教育総務課は、市町村から推薦のあった者の中から研修指導員を任命する。

（４） 辞令の交付及び勤怠管理は、所管教育局において行う。

３ 報酬及び提出書類等 

（１） 研修指導員には、教育人材開発課が予算の範囲内で所定の額の報酬を支給する。

（２） 報酬の支払方法は、口座払いによる。（給与・勤怠管理システムにより事前に登録を行

う。） 

（３） 研修指導員の報酬は、毎月１日から月末までの間に担当した指導の総実績時間数を基に

計算した額を、実績払により翌月２１日（その日が日曜日、土曜日又は休日に当たるとき

は、その直前の金融機関営業日）に支給するものとする。  

（４） 期末手当及び勤勉手当は、基準日（６月１日、１２月１日）時点で、任用期間又は任用

予定期間が６月以上ある場合に、６月３０日又は１２月１０日（その日が日曜日、土曜日

又は休日に当たるときは、その直前の金融機関営業日）にそれぞれ支払うものとする。詳

細については、県教育委員会が定める「会計年度任用職員の任用等に関する取扱要領」別

添１「会計年度任用職員の報酬に係る取扱いについて」による。 

（５） 園長は、毎月３日までに研修指導員勤務状況報告書（様式［新幼］４）を市町村及び所

管教育局に提出する。 

附則 

この取扱いは、令和６年４月１日から適用する。 
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各 種 様 式 
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（様式［新幼］１） 

  令和６年度園内（校内）研修年間指導計画書 

園名 

（学校名） 
対象者名 

月 基礎的素養 学級経営 
教育課程 

〈指導計画〉 
幼児理解 

４ 

・ 

５ 

６ 

・ 

７ 

８ 

・ 

９ 

10 

・ 

11 

12 

・ 

１ 

２ 

・ 

３ 

１０



（様式［新幼］２） 

令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書 

園名 

（学校名） 
対象者名 

月 日 領域 研修項目 内 容 指 導 者 

園長（校長）所見 
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（様式［新幼］３） 

第 ○ ○ ○ ○ 号

年  月 日

○○教育局長  様 

（○○市町村）

（公印省略） 

新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員の研修指導員の 

任用について（推薦）

  このことについて、下記のとおり推薦します。 

記 

研 

修 

指 

導 

員 

園  名 （市・町）立 園 

氏  名 

性 

別 

生

年

月

日 

年  月 日生 

住  所 
〒 

（市・町） 

任用希望期間   年  月  日 ～ 年  月  日 

推薦理由

（注）推薦書には、履歴書を添付すること。 
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（様式［新幼］４） 

  年  月  日 

鳥取県教育委員会事務局 

〇〇教育局長   ○○ ○○ 様 

（  ）園 

園長 ○○ ○○

（公印省略） 

新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修指導員に係る勤務状況報告書 

本園の研修指導員の勤務状況は下記のとおりです。 

記 

研
修 

指
導
員 

住所 

氏名 

勤務期間   年  月  日 ～   年  月  日 

勤務時間数 

期
日 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

時
間 

期
日 

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 計 

時
間 

※ 勤務時間数の欄において、勤務実績のない日については「０」と記入すること。

※ 所管する市町村教育委員会又は市町村保育担当課を経由し、毎月３日までに当該教育局に提出す

る。
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実施手引 
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令和６年度新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修 

実施手引 

１ 研修指導員の役割と指導上の留意事項 

（１）研修指導員の役割

①教員としての人間的な資質や実践的な指導力を養う。

②教員一人一人の持ち味が生かせるようにする。

③園の円滑な運営に役立つように援助する。

（２）研修における留意事項

①園内の状況を把握し、計画的・組織的な指導に努める。

 新任教員に対する指導は、園長のリーダーシップのもと全教員の協力により日常的に行わ

れるものである。そのような日常指導と相まって効果が上がるよう、研修指導員は、何より

もまず園内の状況を把握し、園長や全教員の日常の指導が生かされるように、研修を進める

ことが大切である。 

②新任教員の気持ちを理解して指導にあたる。

 研修指導員は、新任教員の悩みや課題を受け止め、できるだけ自然な姿で安心して保育に

あたることができるように配慮しなければならない。そして、新任教員が少しずつ自信を得

て、自分なりに工夫しながら保育に取り組んでいけるようにすることが大切である。また、

一人一人の可能性を大切にし、よさを認めていくことが望ましい。 

③信頼関係を築き、よき相談相手となる。

 新任教員の悩みは、保育の場面における問題だけでなく、職場の人間関係や社会的には先

輩となる保護者との関係にもわたることが多い。特に少人数の職場での人間関係は、ときに

は深刻な問題ともなる。 

 研修指導員は、新任教員の気持ちをくみ取り、よき聴き手となって、安心して何でも話せ

る信頼関係を築き、新任教員が自ら困難に立ち向かっていけるように配慮することが大切で

ある。 
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２ 研修項目例 

領 域 研 修 項 目 

園外（校外）研修 園内（校内）研修 

基礎的素養 

○ 社会人としての接遇の仕方

○ 自己成長のマネジメント

○ 幼稚園教育の現状と課題

○ 幼稚園教育の基本

○ 人権教育

○ 小学校教育の理解と連携・接続

○ 体験的研修

○ これからのビジョンづくり

○ 幼稚園教育の現状と課題

○ 幼稚園の教育目標、方針の理解

○ 幼稚園教育の基本

○ 地域社会や関係機関との連携

○ 園務分掌

○ 健康安全指導の進め方

○ 体験的研修

学級経営 

○ 学級経営の意義

○ 学級経営の計画と評価

○ 学級集団の指導の進め方

○ 学級事務の進め方

○ 保護者への子育て支援の方法

○ 発達に応じた集団づくり

○ 保護者会の進め方

○ 家庭訪問の進め方

○ 望ましい生活習慣を育成するための指

導の進め方

教育課程 

〈指導計画〉 

○ 「幼稚園教育要領」「幼保連携型

認定こども園教育・保育要領」の

理解

○ 教育課程と指導計画（学校評価）

○ 研究保育

○ 幼稚園教育の理解

○ ５領域に関すること

〇 指導計画の作成 

〇 全体的な計画の理解 

○ 指導の実際

○ 行事の考え方と実際

○ 教材研究の方法

○ 環境の構成の工夫と実際

○ 園具、教具、ＩＣＴの活用等の工夫

○ 保育の展開と反省・評価

幼児理解 

○ 幼児の発達の理解

○ 幼児理解と評価

○ 特別支援教育

○ 幼児理解と評価の実際

○ 特別な配慮を必要とする幼児の理解と

指導

○ 記録のとり方と指導要録の記入の実際

（注）１ 基礎的素養における研修項目「幼稚園教育の現状と課題」では、各地域における実情等

に配慮すること。 

２ 基礎的素養における研修項目「幼稚園教育の基本」では、“環境を通して行う教育”に

ついても配慮すること。 

３ 基礎的素養における研修項目「体験的研修」では、自然体験・観察、ゲーム、音楽・リ
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ズム・造形・身体表現、飼育・栽培物の世話等についての指導等の観点に配慮すること。 

４ 教育課程〈指導計画〉における研修項目「指導の実際」では、遊びを中心とした園生活

の流れをとおして、総合的な指導を行うことに十分配慮すること。なお、音楽（歌・楽器）

の指導、絵本の読み方、飼育・栽培物の世話、食事や後片づけ等、実技を中心とした観点

にも配慮すること。 

５ 幼児理解における研修項目「幼児理解と評価の実際」では、具体的な場面の中で一人一

人の幼児に応じた指導を進める観点に配慮すること。 

研修項目例の利用にあたっての留意事項 

１ 研修項目例については、各研修項目のねらいを明確にするため４領域に分けて例示して

いるが、研修項目を設定するにあたっては、必要に応じて領域間の統合を行う等、適切に

配慮すること。 

２ 研修項目については、例示してある研修項目を組み合わせる、あるいは必要に応じて加

除する等、地域や園又は学校の実情に応じて工夫すること。  

３ 研修項目を実施する時期については、それぞれの研修項目の関連等に配慮して、適切に

設定すること。 

４ 研修項目を実施するにあたっての所要時間については、それぞれの内容に応じて、適切

に設定すること。  

５ 特別支援学校の幼稚部に係る研修項目の設定については、これらの学校における初任者

研修の年間研修項目例を参考の上、特別支援教育に関する基本的内容を盛り込むなど、新

任教員の所属する学校の実態等に応じて適切に配慮すること。 
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３ 提出文書の期限と提出先 

【公立幼稚園並びに公立幼保連携型認定こども園】 

公立幼稚園並びに 

公立認定こども園 

市町村教育委員会又は 

市町村保育担当課 

県教育委員会 

（所管教育局） 
教育センター 

年間指導計画書 

（様式［新幼］１） 

※電子メールで提出し、

写しは園で５年間保存

市町村教育委員会又は 

市町村保育担当課から 

示された期日 

令和６年 

６月７日（金） 

令和６年 

６月１４日（金） 

年間指導報告書 

（様式［新幼］２） 

※電子メールで提出し、

写しは園で５年間保存

市町村教育委員会又は 

市町村保育担当課から 

示された期日 

令和７年 

２月２８日（金） 

令和７年 

３月７日（金） 

【県立特別支援学校幼稚部並びに国立大学法人が設置する幼稚園】 

県立特別支援学校幼稚部並びに 

鳥取大学附属幼稚園 

教育センター 

教育企画研修課代表アドレス 

kikaku(*)ml.tottori.lg.jp 

※上記の記号「(*)」を半角アットマーク「@」

に置き換えてください。

年間指導計画書（様式［新幼］１） 

※電子メールで提出し、写しは学校又は園で

５年間保存

令和６年 

６月１４日（金） 

年間指導報告書（様式［新幼］２） 

※電子メールで提出し、写しは学校又は園で

５年間保存

令和７年 

３月７日（金） 

【私立幼稚園並びに私立幼保連携型認定こども園】 

私立幼稚園並びに 

私立幼保連携型認定こども園 

子ども家庭部  

子育て王国課 

kosodate(*)pref.tottori.lg.jp 

※上記の記号「(*)」を半角アットマー

ク「@」 に置き換えてください。

教育センター 

年間指導計画書（様式［新幼］１） 

※電子メールで提出し、写しは園で

５年間保存

令和６年 

６月１４日（金） 

令和６年 

６月１４日（金） 

年間指導報告書（様式［新幼］２） 

※電子メールで提出し、写しは園で

５年間保存

令和７年 

３月７日（金） 

令和７年 

３月７日（金） 
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（参考資料） 

園内（校内）研修年間指導計画書（例） 

鳥取県教育委員会 

園名 

（学校名） 
対象者名 

月 基礎的素養 学級経営 
教育課程 

〈指導計画〉 
幼児理解 

４ 

・ 

５ 

・教員の服務と心構え

・園務分掌

・健康安全指導の進め

方

・学級経営の基本

・各種調査等の活用

・教育要領の理解

・全体的な計画の理解

・保育参観

・園具、教具、ＩＣＴ

の活用

・特別な配慮を必要と

する幼児の理解と指

導

・保育記録のとり方

６ 

・ 

７ 

・教育目標の具現化

・教育目標と地域社会

とのかかわり

・研修への参加心得

・家庭訪問の進め方

・学級経営の計画と

評価

・保育参観と研究保育

の実施

・保育指導案の書き方

・教材研究の方法

・幼稚園教育における

評価の考え方

８ 

・ 

９ 

・幼稚園の組織と運営

・人権教育の進め方

・発達に応じた集団づ

くり

・クラスだよりの作成

・環境の構成の考え方

と実際

・指導計画の作成

・遊びや生活の指導と

実際

・幼児の発達の理解

10 

・ 

11 

・地域社会や関係機関

との連携

・教員としての心得、

使命感

・保護者への子育ての

支援の方法

・個を生かす学級経営

のあり方

・行事の精選と指導の

あり方

・研究保育の実施

・個人記録の累積と活

用

12 

・ 

１ 

・幼稚園教育の現状と

課題

・園内研修と自己成長

・基本的生活習慣の育

成

・学級集団の指導と個

別指導の調和

・保育の内容と方法

・研究保育の実施

・園具・教具等の活用

の工夫

・幼児の理解と評価の

実際

２ 

・ 

３ 

・年度末諸表簿の処理

・まとめと評価

・１年間の学級経営の

評価

・まとめと評価

・次年度の指導計画作

成

・年間指導計画の検討

・保育の展開と反省、

評価

・指導要録の記入上の

留意点

・まとめと評価
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（参考資料）  

令和６年度園内（校内）研修年間指導報告書（例） 

園名 

（学校名） 
対象者名 

月 日 領域 研修項目 内 容 指 導 者 

○月○日 基礎的素養 

学級経営 

服務と心構え 

学級経営の意義 

・服務規定の理解と心構え

・教員としての心構え

・学級事務の進め方

・幼児理解と基本的生活習慣を育

成するための指導のあり方

・家庭や地域との連携のあり方

園長 

○○○○ 

園長（校長）所見 
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（参考資料） 

※複数の新採者を出している園

研修指導員に係る勤務状況報告書（例） 

  年  月  日 

鳥取県教育委員会事務局 

〇〇教育局長   ○○ ○○ 様 

（  ）園 

園長 ○○ ○○

（公印省略）  

新規採用幼稚園・幼保連携型認定こども園教員研修指導員に係る勤務状況報告書 

本園のA及びBに係る研修指導員の勤務状況は下記のとおりです。 

記 

研
修 

指
導
員 

住所 

氏名 

勤務期間   年  月  日 ～   年  月  日 

勤務時間数 

期
日 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 

時
間 

７ ６ ４ 

期
日 

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 計 

時
間 

※ 勤務時間数の欄において、勤務実績のない日については「０」と記入すること。

※ 所管する市町村教育委員会または市町村保育担当課を経由し、毎月３日までに当該教育局に提出す

る。

A 及び B が一緒

に７時間研修を

行った場合 

B のみ４時間

研修を行った

場合 

新採者の名前

（複数）を入

れる。 

A のみ６時間

研修を行った

場合 
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